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１ 移住就業トライアル研修事業
【ウェルカム秋田！移住就業応援事業】

農林政策課

移住就農の促進を図るため、遠隔地の就農希望者からの相談に対応できるよう、オンラ

イン窓口を開設するとともに、農業法人等での研修機会を提供する。

１ 事業内容

(1) オンライン就農相談窓口の開設

オンライン会議サービスを利用した就農相談窓口の開設や、農業情報総合サイトで

の情報発信を行う。

ア 開設場所 （公社）秋田県農業公社

イ 期 間 令和２年７月下旬以降

ウ 補 助 率 10／10以内

(2) 移住就農トライアル研修の拡充

農業法人等でのインターンシップ研修の実施に要する経費に対して助成する。

ア 募集人員 20名（当初 15名 → 20名）

イ 補 助 率 10/10以内

２ 事業主体

（公社）秋田県農業公社

３ 予算額

１，０５４千円 一般財源 １，０５４千円

(1)：７１７千円 負担金補助及び交付金 ７１７千円

(2)：３３７千円 負担金補助及び交付金 ３３７千円

４ 事業年度

平成２８年度～令和３年度

【参考】ウェルカム秋田！移住就業応援事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

移住就業トライアル研修事業 6,337 1,054 7,391

移住就業支援・フォローアップ事業 30,865 － 30,865

計 37,202 1,054 38,256
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２ コメ・コメ加工品輸出拡大緊急対策整備事業（新規）
【農産物グローバルマーケティング推進事業】

農業経済課販売戦略室

拡大が見込まれる無菌包装米飯（パック米飯）の国内外での旺盛な需要に対応するため、

製造施設等の整備を支援する。

１ 事業内容

(1) 実施地区 大潟村

(2) 実施内容 農産物処理加工施設 １棟 2,789㎡、保管庫 ２棟 388㎡

(3) 施設能力 無菌包装米飯製造 4,608ｔ（2,304万食）／年

(4) 補 助 率 ２／３以内（国３／４、県１／４）

２ 事業主体

（株）ジャパン・パックライス秋田

３ 予算額

１，２７８，２０６千円 国庫支出金 ９５８，６５５千円

一般財源 ３１９，５５１千円

負担金補助及び交付金 １，２７８，２０６千円

４ 事業年度

令和２年度

【参考】農産物グローバルマーケティング推進事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

グローバル企業連携輸出ルート拡大事業 905 － 905

ＡＫＩＴＡグローバルマーケティング事業 6,609 － 6,609

ＡＫＩＴＡ海外販売展開事業 15,067 － 15,067

輸出規制対応産地体制整備事業 2,333 － 2,333

グローバル産地形成支援事業 10,000 － 10,000

コメ・コメ加工品輸出拡大緊急対策整備事業 － 1,278,206 1,278,206

計 34,914 1,278,206 1,313,120
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３ 酒米生産緊急支援事業（新規）

水田総合利用課

清酒需要の減少により、令和２年産の酒造好適米（酒米）に余剰が生じることが懸念さ

れることから、加工用米への用途転換を支援する。

１ 事業内容

(1) 実施内容 今年度作付けされた酒米の加工用米への用途転換

(2) 対象面積 100ha

(3) 助 成 額 30,000円／10ａ

２ 事業主体

農業協同組合等

３ 予算額

３０，０００千円 一般財源 ３０，０００千円

負担金補助及び交付金 ３０，０００千円

４ 事業年度

令和２年度

【参考】酒米生産への影響（余剰分を用途転換しない場合）

酒米需要量が大きく減少 酒米の作付けが減少 他品種が混入する可能性が
→ 余剰分が翌年へ持ち越し →酒米以外の品種を生産 あり、酒米への復元が困難

余剰数量 R3へ持ち越し 持越在庫  生産拡大 県内からの
 570トン  570トン  困難 調達困難

5,000トン
※既に作付け 4,430トン 4,430トン 4,430トン 4,430トン

生産量 需要量 生産量 需要量 生産量 需要量

令和２年産 令和３年産 令和４年産
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４ 農業普及活動ＩＣＴ化環境整備事業（新規）

園芸振興課

新型コロナウイルスへの感染リスクの低減を図りながら、普及指導活動を実施するため、

生産現場と庁舎等を結ぶ遠隔指導体制を構築する。

１ 事業内容

現場で活動する普及指導員と、農業革新支援専門員や試験場研究員等が、オンライン

で画像を見ながら迅速に課題解決を図ることができるよう、ＩＣＴ機器を整備する。

・ 実施内容 タブレットの導入 24台

（農業振興普及課16台／本庁２台／農試２台／果試１台／家保３台）

２ 事業主体

県

３ 予算額

３，８８８千円 一般財源 ３，８８８千円

需用費 ２４０千円

役務費 ４６５千円

備品購入費 ３，１８３千円

４ 事業年度

令和２年度

【参考】事業実施のイメージ

生産者 普及員

相談

回答
農業革新支援専門員

試験場研究員等

質問

現場で解決

生産者

質問

回答

相談

農業革新支援専門員

試験場研究員等
普及員

回答

○現地指導：正確かつ迅速な指導を行うため、普及員と研究員等がオンラインでネットワーク化

○オンライン指導：接触機会の低減を図るため、普及員がオンラインで指導

リモートで解決
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５ 肥育経営安定緊急対策事業（新規）

畜産振興課

枝肉価格の急落により影響を受けている肉用牛肥育経営体が、生産基盤を維持できるよ

う、再生産に必要な素牛導入に対して支援する。

１ 事業内容

(1) 実施内容 肥育素牛（肉専用種）の導入助成

(2) 助成対象 令和２年５月以降に肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）が発動さ

れた肥育牛の再生産向けに導入した素牛

(3) 助 成 額 ２万円／頭

２ 事業主体

（公社）秋田県農業公社

３ 予算額

７３，４００千円 一般財源 ７３，４００千円

負担金補助及び交付金 ７３，４００千円

４ 事業年度

令和２年度

【参考１】黒毛和牛の枝肉価格推移（東京市場 去勢 Ａ４規格）

【参考２】牛マルキン制度のイメージ

【参考３】制度改正に伴う補てん金額の変化（令和２年３月の試算例） 単位:千円／頭

生産費 粗収益 差額 補てん金
(差額×0.9)

新制度 1,197 1,017 -180 162
旧制度 1,197 990 -207 186

差 － 27 -27 ▲ 24
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６ 農業農村整備現地調整ＩＣＴ化環境整備事業（新規）

農地整備課

新型コロナウイルスへの感染リスクの低減を図りながら、ほ場整備工事の現地調整業務

を円滑に行うため、現地との打合せ等を遠隔で実施できる体制を整備する。

１ 事業内容

現地調整員（地元農家等）、土地改良区職員、県監督職員等がタブレット端末などに

より、リアルタイムに情報を共有し、打合せを実施できるようＩＣＴ機器を導入する。

・ 実施地区 ２地区（秋田市金足西部地区、秋田市四ツ小屋北地区）

２ 事業主体

県

３ 予算額

１，３８６千円 一般財源 １，３８６千円

役務費 ３９６千円

使用料及び賃借料 ５５０千円

備品購入費 ４４０千円

４ 事業年度

令和２年度

【参考】事業のイメージ

現地調整員

ほ場整備工事箇所

県監督職員

土地改良区職員

ＩＣＴ機器の導入

リアルタイム

に打合せ

施工業者受益者

指示等調整
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７ 再造林緊急整備事業（新規）
【林業事業体経営継続緊急支援事業】

林業木材産業課

木材需要の落ち込みにより、収入が減少している林業経営体の経営と雇用の維持を図る

ため、再造林の実施を支援する。

１ 事業内容

(1) 実施内容 低コスト化を図りながら再造林を実施する林業経営体への助成

(2) 事 業 量 210ha

(3) 補 助 率 定額（15万円／ha）

２ 事業主体

林業経営体

３ 予算額

３１，５００千円 一般財源 ３１，５００千円

負担金補助及び交付金 ３１，５００千円

４ 事業年度

令和２年度

【参考】林業事業体経営継続緊急支援事業の予算概要

単位：千円

事業内訳 予算現計 補正額 補正後

県営林緊急整備事業 54,575 － 54,575

里山林緊急整備事業 21,539 － 21,539

再造林緊急整備事業 － 31,500 31,500

計 76,114 31,500 107,614
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８ あきた材県外出荷緊急支援事業（新規）

林業木材産業課

新設住宅着工戸数の減少等により、製材品の販売が低迷していることから、県産材が他

産地との競争に打ち勝てるよう、木材加工企業等の県外販売を支援する。

１ 事業内容

(1) 実施内容 製材品の県外販売に要する運搬経費への助成

(2) 事 業 量 37,000㎥

(3) 補 助 率 １／２以内（上限2,000円／㎥）

２ 事業主体

木材加工企業等

３ 予算額

７４，０００千円 一般財源 ７４，０００千円

負担金補助及び交付金 ７４，０００千円

４ 事業年度

令和２年度

【参考】事業のイメージ

県内木材加工企業等の県外販売を支援

首都圏等

消費地

価格

競争

需要

減少

他産地との

競争が激化

川
下

消
費
地

県外出荷

原木販売

川
中

製
材
工
場

川
上

林
業
事
業
体

循

環

（全体の６割）
122千㎥
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